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１．はじめに
従前の公の施設が抱える課題（１／２）

地域が抱える社会課題は複合的に絡まっており、１つの施設や事業によって根本的解決を図
るのが困難であり、中長期的な取組継続の中で改善させていくような性質が多くなっています。

これまでの公共空間 単体の施設として最適化を図るための整備・維持管理

社会インフラ整備に伴う経
済成長と、社会インフラ整
備に従事する人の暮らしの
受け皿として市街地の整備

一定の社会インフラ整備
が完了、人口定着後の
時間経過に伴う高齢化、
施設老朽化の進行

収入源・支出増の財政状況では、現状
の行政サービス・公共施設の維持に投
下する投資的経費は捻出できなくなる
（行政サービスの選択と集中）

特定エリアにおける後背
人口を市場としていた地
域産業縮減

地域課題の解決に向け
て、このスパイラルを断
ち切るための民間主導
のアイディと事業機会の
創出

世代の循環が図られない地
域においては、人口転出・
自然減による空き家等のス
トック増加

拡大型市場時代に整備
した社会インフラの更新
コスト調達と担い手であ
る人口減少が顕在化

人口減少による地方税収
の減少と高齢化の進行に
よる社会保障費の増加

厳しい財政状況のなかで、地
域間競争（定住者獲得・産業
創出に向けた取組等）

地域特性を生かした打ち手の
ないまま、サービス水準低下
による市民満足度の低下

拡大型市場
の成熟

拡大型市場
による都市形成

人口減少
高齢化

税収減

社会保障費
の増加

投資的経費
の余力低下

市民サー
ビス住み
やすさの
低下

複合的な地域
課題に対する

打ち手

空き家増加
（スポンジ化）ビジネス

機会の減少

予測される
負のスパイラル
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１．はじめに
従前の公の施設が抱える課題（２／２）

地域が抱える複合的な社会課題に適応した柔軟な事業スキームの確立が求められています。

これまでの公共空間 単体の施設として最適化を図るための整備・維持管理

戦略的・効率的
維持管理の
必要性

市民の価値観
多様化

QOL向上ニーズ
の高まり

投資余力
管理余力
の不足

専門知見・技術

を有する職員
の不足・不在

近年では、これまでに整備された社会資本の老朽化が進行
しており、さらに地域の多様化するニーズへの対応なども背
景に、戦略的かつ効率的な維持管理が課題となっている。
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１．はじめに
これからの公共空間で求められる考え方

これからの公共空間
マネジメント型（資源をフル活用し潜在的な活用ニーズを喚起）
【将来ビジョンや利用者視点から逆算して段階的に取組を拡大】

利用者の多様な価値観や社会情勢を捉

え、公の施設が有する基本的な機能を

経営資源として、積極的に活用すること

によって、周辺とのシナジー、新たな消

費機会の誘発等の付加価値を見出す必

要がある。

公共空間を地域・民間に開放・利活用を促進させることで、各施設が有する特徴を踏まえた

新たな収益性・利用価値を見出せるような 「マネジメント型（つくる・つかう・育てる）の公共施

設のあり方」へのシフトが求められています。

戦略的・効率的
維持管理の
必要性

緑とオープンスペースを中心と
した都市空間のリノベーション
の推進

より柔軟に都市公園を使いこ
なすためのエリアプランニング
を広くシェア（そのための制度
設計）

民間との効果的な連携のため
の仕組みを充実（民間投資を
促進するための権限移譲）

新たなステージに向けた重点的な戦
略を地域のステークホルダーと広く
共有し補完し合う

都市公園を例としたときに…

マネジメント型の
公共空間のあり方
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１．はじめに
昨今の社会背景を踏まえた公物管理法の改正の流れ

公共空間を舞台に見立てて、民間が主体的に制度を駆使しながら、公益性と収益性のバラン

スを取った地域アクションが展開されています。

時期 根拠法 内容

1999年
（平成11年） PFI法  公共施設等に民間資金、経営能力を活用

し、整備・運営することが可能になった

2003年
（平成15年） 地方自治法

 指定管理者制度の導入（施設整備を伴わ
ず、都市公園全体の運営維持管理を実施）

2004年
（平成16年） 都市公園法

 立体都市公園制度の導入（都心部におけ
る土地の有効活用の観点から都市公園と
駐車場等の都市公園法の適用が及ばない
施設の整備が可能なった）

2005年
（平成17年）

都市公園法
施行令改正

 都市公園における占用できる物件の緩和
（地方公共団体が都市公園ごとに条例を定
め、占用可能な仮設物・施設を追加するこ
とができるようになった）

2015年
（平成27年）

国家戦略特別
区域法

 都市公園法の特例として、内閣総理大臣
の認定を受けた際には、保育所その他政
令で定める社会福祉施設を設置することが
可能になった

2017年
（平成29年） 都市公園法

 公募対象公園施設（飲食店、売店等）の設
置又は管理と、その周辺の特定公園施設
（園路、広場等）の一体的な整備・改修を行
う者を公募により選定する制度の導入

公共空間の利活用に係る規制緩和の流れ 都市公園に関係する法律の制定と改正の流れ

時期 根拠法 内容

2004年
（平成16年） 河川法

 河川敷地占用許可準則の特例措置の一部
が改正され、民間事業者などによる営業活
動が社会実験として実施可能となった
（2011年：特例措置の一般化）

2011年
（平成23年）

都市再生
特別措置法

 賑わい創出に寄与する屋外施設について
道路内に設置を都市再生整備計画に記載
し、基準を満たす場合においては設置する
ことが可能となった（道路占用許可の特例）

2016年
（平成28年） 道路法

 道路協力団体制度の創設により、当該団
体の指定受けた法人等は、安全かつ円滑
な道路の交通の確保又は道路の通行者若
しくは利用者の利便の増進に資する工作物、
物件又は施設の設置又は管理を行うことが
可能となった

2017年
（平成29年）

都市再生
特別措置法

 市町村は、まちづくりの新たな担い手として
行政の補完的機能を担いうる団体を指定で
き、まちの賑わい・交流の創出や来街者の
利便増進に寄与する取り組みを行うために、
道路等の公共空間の有効活用が可能と
なった

2018年
（平成30年） 地域再生法

 市町村が、エリアマネジメント活動の費用を
受益者（事業者）から徴収し、エリアマネジ
メント団体に交付する官⺠連携の制度（日
本版のBID制度）を創設
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１．はじめに
マネジメントを重視した事業組成における課題仮説

 複合的な社会課題に対して官民連携により解決しようと考えた際に、まちづくりの視点
（広域の範囲における事業効果、期待効果の想定）による取組が求められる

 まちづくり分野における官民連携の潮流としては、公共施設分野（施設類型）により異
なる法規制や事業運営の特性を踏まえて、事業コンセプトが施設管理の視点から利用
者本位の視点へとシフトしてきている。

課題

公共施設ごとの管理法規体系に基づく事業展開になることから、事業実施は
個別であっても、まちづくりとしての機能連携や一体的な事業展開を実施していく
ための座組や現行法の中でスキーム構築が課題となる。

仮説

事業分野を横断して、エリアを包含した総合的なまちづくりを官民連携を手法に
展開していくことで、負のスパイラルからの脱却と好転の糸口が見いだせるので
はないか。



２．公共空間利活用に求められる要素
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PrivatePublic Common
公共アセット 民間アセット中間領域

公共施設
（建物）

公共施設
（土地）

道路
駅前広場

公園・緑地
河川空間

民有地
（土地）

民間施設
（建物）

PPP／PFI （PPP協定、指定管理者制度、包括管理委託、PFI法、等）

道路占用許可の特例 公園／河川占用
ストック活用

（民泊、シェアオフィス）
沿道景観形成

土地区画整理事業、市街地再開発事業、沿道街区共同利用事業、街路事業、等

リノベーション、コンバージョン

跡地・遊休地
の利活用

施設再編
複合化

２．公共空間利活用に求められる要素
利用者視点から考える公共空間の利活用（１／４）

公共空間の利活用に係るアクションをきっかけに、公共用地／民有地を含めた一体的な利活

用を官民連携により推進する取組が増えてきています。その中でも道路・都市公園・河川・広

場等の公共空間が都市空間を繋ぐ「接着剤」として積極的に活用されています。
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 舗装の素材・色に対して、パラソル・可動式チェア・
テーブルの素材感・色味がバラバラ

 可動式チェア・テーブルが後付けで配置したように
思えてしまう

 チェア・テーブルの配置と動線が混在してしまい、
落ち着かない

空間を構成する要素の統一感の重要性について

２．公共空間利活用に求められる要素
利用者視点から考える公共空間の利活用（２／４）

屋 内

中間領域

屋 外

屋内空間要素との統一感

広場空間

空間構成素

イス・テーブル

間仕切り壁

植栽桝、サイン

動線・距離感

日陰を生み出す要素の配置

民有地・公共用地の区分を越えて、屋内・中間領域・屋外の空間構成をトータルで整えることを

官民連携によって「居心地のいい空間」が生まれ・育ってきています。

 利用者の視点に立ち、空間移動や滞在性・快適
性が向上するような仕掛けが必要になる

 滞在しやすい・したくなるような空間を整えるた
めには、屋内・屋外、内外を繋ぐ中間領域を民
有地・公共用地の区分に囚われず設える事が重
要になる
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２．公共空間利活用に求められる要素
利用者視点から考える公共空間の利活用（３／４）

居心地良い空間をどのようにつくる？



13

屋内 屋外中間領域

屋内の人の賑わいや
オープンカフェから透けて
見える寛ぎ風景に興味をそ
そられちゃう。気になる！

店内の込み具合に応
じて屋外で寛いで飲
食できて落ち着く。

屋内だけでなくて
屋外でも滞留出来
て快適ね！

屋外用のチェア＆テーブル

緑陰を生み出す植栽
夏場の日差しを遮る屋根機能
（オーニング、パラソル等）

座る場所と動線の棲み分け

程よい視界の抜け感

舗装・芝生・広場

芝生広場で寛げて
子ども連れでも安心

（植栽を組み合わせた座りスペース）

（屋内や屋外の各要素との調和）

屋内の照明器具
（照度や色温度に配慮）

歩行者空間 車両空間屋内的利用 屋外的利用

（座り場の確保）

２．公共空間利活用に求められる要素
利用者視点から考える公共空間の利活用（４／４）

利用者の生活シーンの中で使われる空間を生み出すことが必要であり、そのためには「つかわ

れるための投資（マネジメント）」も含めて事業設計する必要があります。トータルデザイン／マ

ネジメントすることで界隈性・世界観が生まれ、利用者に選ばれる空間になります。

居心地良い空間をどのようにつくる？
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居心地良い空間をどのようにつくる？

２．公共空間利活用に求められる要素
官民連携事業を企画するうえでの着眼点（１／２）

 利用者の生活シーンの中で使われる空間を生み出すことが必要で、そのためには「つか
われるための投資（マネジメント）」も含めて事業設計する必要がある。

 トータルデザイン／マネジメントすることで界隈性・世界観が生まれ、利用者に選ばれる
空間になる。

官民連携

① コスト的な制約に加え、居心地の良い空間は作るのではなく時間流れの中で醸成される
ものであり、一足飛びに理想的な空間を生み出すことはできない。

② 特定の空間や施設単独で取組むのではなく、界隈性を生み出すことを意識してトータル
デザイン／マネジメントが展開されるようなエリアおよび活用コンセプトを打ち出す。

③ 時間の流れで空間が醸成されるのと同じように一足飛びに新しい制度を活用しなくても
良くて、空間の成長度合い（活用範囲）に応じて制度活用を考える。

官民連携事業を企画するうえでの着眼点
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２．公共空間利活用に求められる要素
官民連携事業を企画するうえでの着眼点（２／２）

コスト的な制約に加え、居心地の良い空間
は作るのではなく時間流れの中で醸成され
るものであり、一足飛びに理想的な空間を
生み出すことはできない。

特定の空間や施設単独で取組むのではな
く、界隈性を生み出すことを意識してトータ
ルデザイン／マネジメントが展開されるよう
なエリアおよび活用コンセプトを打ち出す。

時間の流れで空間が醸成されるのと同じよ
うに一足飛びに新しい制度を活用しなくても
良くて、空間の成長度合い（活用範囲）に応
じて制度活用を考える。

使われるシーンから逆算し、試しに空間再現・活用し
て、常設の道筋を立てる（プレイスメイキング手法）

居場所づくりへのプロセス

全体最適への意識
エリア全体の方向性に基づき、エリア内の複数空間
を一体化して、特定主体が全体管理する

段階的な制度設計
居場所としての活用度、コミュニティビジネスの醸成具
合に応じて適用する手法・制度を中長期的に捉える

キーワード①

キーワード②

キーワード③

官民連携事業を企画するうえでの着眼点①

官民連携事業を企画するうえでの着眼点②

官民連携事業を企画するうえでの着眼点③



３．実践事例の紹介
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３．実践事例の紹介
キーワードに応じた事例一覧

居場所づくりへのプロセス

全体最適への意識

段階的な制度設計

キーワード①

キーワード②

キーワード③

愛知県豊田市

あそべるとよたプロジェクト

埼玉県鴻巣市

エリアマネジメント北鴻巣

大阪府池田市

パークマネジメントプラン

事例①

事例②

事例③

使われるシーンから逆算し、試しに空間再現・活用し
て、常設の道筋を立てる（プレイスメイキング手法）

エリア全体の方向性に基づき、エリア内の複数空間
を一体化して、特定主体が全体管理する

居場所としての活用度、コミュニティビジネスの醸成具
合に応じて適用する手法・制度を中長期的に捉える



事例①あそべるとよたプロジェクト

18

（愛知県豊田市の駅前空間利活用）
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３．実践事例の紹介
事例①あそべるとよたプロジェクト（１／３）

事業名称 あそべるとよたプロジェクト

事業場所 愛知県豊田市

事業エリア 名鉄豊田市駅前

事業手法

市、住民代表の区長会、豊田市中心市街地活性化
協議会、豊田市駅周辺の開発を手掛ける
民間事業者等の官民の広場関係者で構成する「あ
そべるとよた推進協議会」による運営

事業主体 豊田市、一般社団法人TCCM

事業概要

豊田市駅周辺にある開けた空間“まちなかの広場”
を、“人”の活動やくつろぎの場として開放し、さらに
はとよたの魅力を伝え、とよたに愛着を持てる場所
として、使いこなしていく取組

活 用 資 源
豊田市駅周辺にある開けた空間“まちなかの広場”
の活用

主 な
活動内容

歩行者専用道路の一部を広場化し、日常的な休
憩・飲食スペースの設置やイベント等の広場利用を
可能とするなど、官民が管理する９箇所のまちなか
広場に賑わいを創出し、まちの回遊性向上を図っ
ている

出所：豊田市中心市街地活性化協議会HP (http://chukatsu-toyota.com/tccm/)
あそべるとよたプロジェクトHP(https://asoberutoyota.com/)より作成

駅前空間を「車から人へ」とシフトをチェンジする計画を掲げ、「つかう」と「つくる」の両輪で進め

ることを事業のキーワードにしたプロセスデザインを実践しています。

http://chukatsu-toyota.com/tccm/
https://asoberutoyota.com/
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３．実践事例の紹介
事例①あそべるとよたプロジェクト（２／３）

「つくる」取組みでは、駅前広場や広場空間等のハード整備が効果的なものになるように計画の

初期段階から既存の公共空間での活用実証実験を通して、地域運営の担い手の発掘・育成し、担

い手と利用者にとって望ましい与条件整理や仕組みの構築を多様な主体と連携して実践してます。

市民プラットフォーム
 都心を育てる会等を主体とした、市民、商業者、市民団体等から構成

市民ワークショップ（公開）
 市民プラットフォームを中心として開催し、計画内容等を市から委託された、空
間デザイン設計者等が直接説明を行う場とする。

 模型や３Dモデルなどの合意形成ツールを用い、市民の理解と合意形成を図る。

参加

推進会議 （最終的な関係者の確認、同意の場）

参画メンバー
地域経済代表者、再開発発起人、地域まちづく
り代表、商業事業者、交通事業者、市民団体、
関係行政機関等

提案側

つかう代表、つくる代表

空間デザインアドバイザー

• 小林正美氏（明治大学副学長）
• 星 卓志氏（工学院大学教授）
• 星野裕司（熊本大学大学院准教授）

つかう（空間活用）
あそべるとよた推進協議会と
して公共空間の使い方等の意
見調整等

空間デザイン設計者が都心地区
のデザイン提案、施設管理者と
の各施設整備に係る協議調整等

つくる（デザイン）

共同提案

報告
（提案）

相談

助言

あそべるとよたプロジェクト 各施設設計

都心地区の各場所ごとに担当する
コンサル会社が施設の設計を行う。

公民あわせたまちなか9広場の管理者からなる、
将来の都心地区の「つかう」を担う広場・施設管理
者による既存広場活用の議論・検討・試行を実施。

成果支援 提案監修

出所：プレイスメイキング アクティビティファーストの都市デザイン
（著者：園田聡）より作成

同意
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３．実践事例の紹介
事例①あそべるとよたプロジェクト（３／３）

各ゾーンのハード整備（つくる）の進捗や実証実験、公民それぞれの意識共有等のバランスを取

りながら、段階的に活用（つかう）に向けた取組みを進めることを重視していることが特徴です。

ゾーンA

新豊田駅前
東口広場

ゾーンB

ペデストリアン
デッキ広場

ゾーンC

東口まちなか広場

ゾーンD

停車場線

2016年
（実証実験）

2017年
（実証実験）

2018年
（民間に移管）

 活用検討WSの立上げ
 活用アイデアの検討

 活用検討WS継続実施
 広場空間の設計＋運営体制検討

 活用検討WS継続実施
 広場空間の工事＋運営体制検討

 飲食店＆マネジメント実験
（公募事業者・６カ月間）

 飲食店＆マネジメント実験
 （公募事業者・10か月間）

 飲食店＆マネジメント
（地先オーナーによる管理活用・通
年）

 既存広場の活用実験
（統一窓口・9か所・6カ月間）

 既存広場の活用実験
（統一窓口・9か所・7カ月間）

 既存広場の活用実験
（地先オーナーによる管理活用・公
募運営主体による管理活用）

 地先建物オーナーによる管理活
用

 地先建物オーナーによる管理活用  地先建物オーナーによる管理活
用

出所：プレイスメイキング アクティビティファーストの都市デザイン（著者：園田聡）より作成

段階的な道筋のもと、空間をつくるタイミングにあ
わせて、つかい方、使い手の意向、活用ニーズを
顕在化させるために試行しながら、あり方を模索
するという検討プロセスを採用



事例②エリアマネジメント北鴻巣
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（埼玉県鴻巣市のエリアマネジメント）
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３．実践事例の紹介
事例②エリアマネジメント北鴻巣（１／６）

施行面積約9.3haの組合施行の区画整理事業であり、早期事業完了のために施行区域の柔
軟な設定や業務代行方式による事業によって、住宅系市街地を整備した事例です。

 事業名称：北鴻巣駅西口土地区画整理事業
 事業主体：鴻巣市北鴻巣駅西口土地区画整理組合
 施行面積：93,007.79㎡
 施行期間：平成17年12月9日～平成24年3月31日
 総事業費：2,463,000千円
 組合員数：99名
 平均減歩率：46.91％
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３．実践事例の紹介
事例②エリアマネジメント北鴻巣（２／６）

事業成立にあたっては、ステークホルダーに応じた事業に見出す目的・条件があり、事業完了後のま

ちづくりの方向性を視野にして、活用段階を見据えた整備を行うプロセスで進められています。

地権者

民 間 行 政

事業成立の
青写真

事
業
化
へ
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３．実践事例の紹介
事例②エリアマネジメント北鴻巣（３／６）

地域にとっては、まち開きからがまちづくりのスタートであることから、整備後のまちの経年劣化

による都市における資産の目減りを未然に防ぐことに着眼を置き、取組むべきことを整理して

います。（賑わい創出による治安の悪化、犯罪率の増加、引いては資産価値の低下）
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３．実践事例の紹介
事例②エリアマネジメント北鴻巣（４／６）

時間の経過に伴う負の循環に対して、景観要素の適切な維持管理、運営をセットにすることで、まち

の資産価値の下落を下支えすることを目的としたエリアマネジメントの取組が展開されています。
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３．実践事例の紹介
事例②エリアマネジメント北鴻巣（５／６）

景観要素の適切な維持管理の一例として、まちの活動拠点を設けて 、 エリア内において定期

的に花壇整備を行って、持続的な活動を行っています。
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３．実践事例の紹介
事例②エリアマネジメント北鴻巣（６／６）

エリアマネジメントの展開のなかで、まちづくりのコンセプトを持続可能にするために、街づくり

主体がエリア内における空間の維持管理・運営をトータルで担っています。

対象施設 維持管理運営方法

すみれ野中央公園
（公園課）

指定管理制度

駅前広場
（道路課）

業務委託（年度）

マンション外構
（マンション管理組合）

マンション管理組合か
らの委託

月極駐車場の植栽
（民間事業者）

駐車場事業者からの
委託（スポンサー料）

自主事業による収益
 公園使用許可による収益（スポンサー花壇）
 住民からの年会費
 まちの集会所の貸出



事例③パークマネジメントプラン
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（大阪府池田市の都市公園の利活用）



池田駅周辺界隈には、民間集客施設が多く点在しており、年間を通し
て多くの観光客がこの地に足を運んでいます。
また、駅からの徒歩圏には五月山緑地の他に猪名川といった魅力的
な自然資源を内包した都市と自然の調和が図られた地域でもあります。
このような地域に点在している資源間の繋がりを見出しながら地域の
魅力情勢を目指すためにパークマネジメントプランを策定に至りました。

30

３．実践事例の紹介
事例③パークマネジメントプラン（１／４）

五月山緑地は、五月山（標高315.3m）の山麓から中腹にかけて広がる
緑地保全を中心に整備された自然公園で、大阪府の北西部にある池田

市西部に位置し、西に猪名川が流れ、南には阪急宝塚線を経て中国自動

車道が走っています。

山上にはドライブウェイが通じ、桜とツツジの名所として知られ、大阪み

どりの100選にも選ばれています。
緑地内には五月山動物園、都市緑化植物園、児童文化センター、ハイ

キングコース、展望台、体育館、城跡公園といった多岐にわたる施設が整

備されており、池田市民にとってはシンボル的な存在として、近隣市町村

の住民や府民にとっても憩いの場として親しまれています。

このような自然環境を生かした総合公園として、1969年（昭和44年）に
事業採択され、同年部分供用が開始、上記のように文化・教養施設が整

備されてきました。

五月山緑地の概要 五月山緑地の位置

名称 五月山緑地

所在地 池田市綾羽二丁目他 地内

都市公園種別 都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的
な利用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ１
箇所当たり面積 10～50ha を標準として配置する。

供用面積 75.3ha

維持管理方法 指定管理者制度

※都市基幹公園（総合公園 ）

五月山緑地および周辺の施設状況、池田駅を中心としたエリアの実情把握から課題と対応策

と具体的な活用の方向性をパークマネジメントプランとして整理しています。
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FOR DISCUSSION ONLY

３．実践事例の紹介
事例③パークマネジメントプラン（２／４）

現状把握から課題と解決要素を設定し、活用方針に基づく事業スキームを利活用の状況に応

じて段階的に拡張するような中期的なビジョンを取りまとめています

現
状
把
握

課
題
分
析

解
決
要
素

活
用
方
針

施設全体方針

エリア別ゾーニング

利活用スキーム

エリア連携方針

事
業
公
募
・

選
定

段
階
的
な
利
活
用
手
法

現行制度 プランに基づく事業スキーム

パークマネジメントプラン

運営状況に応じてス
キームを段階的に拡
張させる（民間の参画
度合いを高める）

一足飛びに官民連携を進めるのではなく、市場機会・投資意欲を醸成するための期間を見込

んだうえで、状況に即して段階的な拡張ができるような事業スキームの検討を行っています。
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プレイパークゾーン
（既存公園の活用）

対象施設：五月山緑地（五月山公園）既

パーキングゾーン
（既存駐車場の集約化）

対象施設：五月山緑地駐車場既

エントランスゾーン
（便益施設群の整備）

対象施設：五月山緑地（五月山公園）新

都市緑化植物園
（事務所・会議室の機能移転）

対象施設：都市緑化植物園移

便益施設
（既存の総合案内所リニューアル）

対象施設：五月山緑地における公園施設新

憩いのゾーン
（日常的な滞留性・滞在性）

対象施設：五月山緑地（五月山公園）既

アニマルゾーン
（集客コンテンツの柱）

対象施設：五月山動物園既

対象施設：五月山緑地（五月山公園）

新空間ゾーン
（新たに民間提案により整備）

新

ドライブウェイ
（既存有料道路との一体運営）

対象施設：五月山幹線園路既

３．実践事例の紹介
事例③パークマネジメントプラン（３／４）

エリア別に機能ゾーニングを行い、優先的に利活用を進めるエリアを設定したうえで段階的な

活用シナリオをパークマネジメントプランの中で描いています。
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３．実践事例の紹介
事例③パークマネジメントプラン（４／４）

指定管理期間の延長や管理許可制度も組み合わせて、複数施設の一体化による運営主体の

裁量を高め、成果主義（入込が増えれば収益が上がる）の要素を段階的に反映させることで、

民間の自己努力による収益機会を見出すことができる環境を制度により整備しています。

STEP①
ソフト面を重視した官民連携

STEP②
中長期的なパートナー関係の構築

に向けた官民連携事業

STEP③
五月山緑地全体における総合的な官

民連携事業

管理運営に民間関与の度合いを高める
 公園使用許可/占用許可をはじめ、魅力向上
に資する自主事業（イベント開催等）の提案
を踏まえた公園利用の促進と賑わいの創出、
池田エリア内の他施設との相乗効果の発揮

 管理許可制度を用いて、駐車場及び便益施
設（総合案内所の便益機能のリニューアル）
の管理・運営により、五月山緑地の利用者数
の増加、民間事業者にとっての収益確保を
目指す

 設置管理許可等を活用した中長期的な官民
連携事業の提案（民間提案による官民対話）

便益施設の整備による民間の
事業収益確保の余地性を高める

 民間投資を伴う官民連携事業の推進
 例：駐車場・ドライブウェイに利用料金制
の導入可否の検討

 例：エントランスゾーン・パーキングゾーン
部分等を利用した便益施設群の整備・管
理運営の検討

 周辺施設と一体的な利活用を前提とした利
便施設として活用を推進

民間主導によって各ゾーンの再整備事業
を展開しトータルマネジメントを実現

 新空間ゾーンのP-PFI事業等を含めた大規
模な官民連携事業の実施検討

 市が一定程度施設整備・運営費用等を負担
をしつつ、五月山緑地全体のトータルマネジ
メントを民間ノウハウを活用して実施

民主導（指定管理、設置管理許可、P-PFI）
公主導（指定管理）

STEP①の段階から運営主体との官民対話を行い、民間提案の機会
も付与しながら事業拡大の可能性を模索できるような事業募集によ
り機運が醸成された場合は、順次事業化検討を行う。



まとめ
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まとめ

事例①あそべるとよたプロジェクト

事例②エリアマネジメント北鴻巣

事例③パークマネジメントプラン

 「つくる」と「つかう」の両側面から検討を行い、空間再編にあたっては、使い手の意向を踏まえた空間のあり方を
模索し常設の前に効果検証を行い、あり方の有効性を判断するような検討プロセスを採用した。（P.21参照）

 検討段階から担い手になり得る主体を含めたチームをつくり、協働体験・試行をともにする。試しにできる範囲で
実践してみることで活用意識のある主体の有無を見極める。（P.20参照）

 試行結果に基づいて、行政として中長期的なビジョン・計画に位置付け、試行により生み出された活用シーンが
常態化するように地域が主体的に活用できる仕組み（運営体制）をつくる。

 区画整理（つくる）を進めるうえで、居住者や関係者がまちの将来像を共有できるようなツールとしてまちのコン
セプトをまずは作成、まちの取組みの方向性を明示する。（P.26参照）

 コンセプトに共感する主体同士で活動を進めるために、地域のマネジメントに向けた対話の受け皿をつくり、マネ
ジメント主体になるための要件を区画整理の事業期間中に構築した。（できてから動くのではなく作る過程で使う
ための準備を進める）

 活動の持続可能性を担保させるべく、民有地／公共用地の枠を超えて「修景」という地域共通の資源をまちの資
産として価値を高めるための維持管理をマネジメント主体が担えるような枠組みをつくる。その中で公園の指定
管理を中心にした全体管理の道筋を立てた。（P.28参照）

 現状把握から課題と解決方法を仮説として設定し、解決方法を維持管理運営の中で取組むことができるような
活用方針を策定した。（行政の活用に対するスタンスを対外的に発信）

 現状から段階的に活用されることで民間投資（民間主体のマネジメント体制）に移行できるように、現行の制度
設計からマイナーチェンジを図り、将来的なスキームの拡張余地を設けた。（P.33参照）


